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この方向にそうものは，パーフード自)(C. 1. Barnard) に萌芽的仁みられ，そ
の後，マーチとサイモゾ)(]. G. March and H. A. Simon) に受継がれ，十イア
ートとマーチめ(R.M. Cyert and ]. G. March)の企業行動科学へと発展してき
1) H. Koontz (ed)， Toward a UnポedThe酔ツザ Man岬加e叫印刷;鈴木英寿訳「経営の統
一理論J昭和43年。
2) 降旗武彦z経営管理における過程理論の性格 (2)ー 伝統的管理論の理論的基礎-.r経済論叢」第
99巻第 6号，昭和42年6月，臼ベジ。




6) C. 1. Barnard， The Functi同 01the Exe印叫ι1964山本安次郎田杉競飯野春樹訳「程
営者の役割」昭和岨年。
7) J G. March and H.A. Slffion， 01'ganizat帥 s，1966 
8) R.:M. Cyert and J. G. March，' A Behaυ"悶 tTkeo門 01lhe FU'm， 1963 























学の方法論Jと題する報告をされた。この報告はサイア ト マ チ そデルと殆ど同一であっ
土ため z 私ほ，吉原氏が披らのぞデルで企業行動の理解が十分である k考えておられるのか質問
した。しかしj吉原氏はザイアート マー チ モテリレの基本的な限界について発言されなかった。
また 占部都翼民社ぞの最近の著書「経営管理論J (昭和43年)におし、て 管理論史をサイアー
トー マ チ モデノレを中心とする企実情富応4学の紹介をも。て終え，これを経営管理強と題され
る。その限界の指摘は不十分である。サイアート マー チ モデルが経営管理論のようであるn
なお，この点については次を参照。降旗武章， 書評， 占部都美著「経営管理論J. r国民経済雑
誌」第119巻茸1号昭和44年 1月， 85ペー ジ。
11) 藻利重謹『経営学の基礎」改訂版，昭和39年，第一章，参照。


















12) R M. Cyert and J. G. March.op.cit週応とは環境変化に対しτ自らを変えるととであり j
サイアー ト マ 乎・モデルでは企業特動の内容左ぞれを訣める菅志決定ジステムの変化が取り
扱われている。なお.11<を参照。占部都美 西田耕三，企業行動科学と γ ミュ νー ション，古川
栄一占部都豊宮下藤士郎責住編集「新経営学金集J第6巻「意主決定論」昭和43年 211;-218
ベジ。
13) c. 1. Bar阻 rd.oタ cit.pp. 27-31， 28-32，訳書， 28-32ベー ジ。
14) R.M. Cyert and J.G. March，“Organizational Structure and Pricing BehavIor in an 
Oligopolishc Market "， American Econom~c Review， Vol. XLV. March 1955， pp. 130-132 
15) C， P.Boni即 日mulati偶 ofI.可。糊叫相同dDecisi帥 System叩 theFi'fm， 1963， p. 10 
16) したがって 組犠スラッグは桂営者にはその存在が知ら札ていないものである。R.M. Cyert 
and J. G. March， .， OrganizatiODal Factors in the Oligopoly"， Quarterly T畑町alo[ Eco明。
mics， VoL LXX， Feb. 1956. p. 54 左とろが， 占郎氏は組織ス弓ツグは意識的にも審噴きれる
と理解される。占部都美「現代の企業行動J昭和42年. 319ベ ジ。昭和42年 5月27日の日本経
営学会関西部会において租はどの誤りを指摘 L た。組職スヲックそのものの理解t'::l~ ついては占
部氏は私の理解に同意された。しかし，同氏の組織スヲックに対する誤解はまだ残つ目、る。占
音f訓美「畠営管理論」昭和44年 310ベー ジ。
























17) A. P. Sloan， Jr.， My Years w坤 G帥 eralMow1's， 1963， pp. 58-67 問中融二司狩野貞子
石川博友訳 rGMとともに」昭和42年.77-90ペ ジ。
18) E キー ホ グァ 「小数者の手にJ (小原敬士訳)，昭和43年" 101-102ベジ。
19) 梶谷善久高橋立制「公取婁の註言」昭和43年 85ベ -;/0
20) R. M. Cyert and J. G. March， A Behavioral Theo叩 01，加 Fi附 ，ot. c~t. ， pp. 278 
-279 


























21) 占師都美「経営管理論J (前掲)， 311-313ペー ジ，参照。
22) 吉原基樹革新の行動科学的理論 「国民経楕雑誌J第117巻第6号，昭和岨年6月， 70-71ベ
シJ。























































25) 占部都美「近代管理学の展開」昭和42年. 16ベー ジ。
26) 占部都美編著，前掲書.1"':" ジu


























27) E キホーヴァー前掲書， 115-117へー ジ。
28) 同上， 134-136ペー シ。
29) 占部氏はこのアナロジ に賛成される。同氏「経営管理論J(前掲).325ペー ジ白

















































30) 次を書照。 E.H. Chamberlin. The Theory 01 M側 opolislicCompetit叩仇 1965，Chap. IV， 
青山秀実訳「抽内的競争の理論」昭和41年，第4章。
31) 次壱事照， M.C ハワ ド「企業競争と法樺規制J(徳永畳他訳)，昭和記年j 第4章。
32) 日本曜を営政策学会踊「経営資料集大成J17 r梢費者対策集」昭和43年，第1編貴料1.消費者
組織。
33) 廟客は組織の構成員の加〈になお。 C.I. Barnard. 0ρωt.， p.69，訳書 72ベジ。
34) 次を参照。 T.Levitt，1附 ovatton畑 Ma油eting，1962 Cbap. III，小池和子訳「マー ケティ γ
グの革新」昭和44年A 第3章.佐藤定幸，アルコア 朝日ジャー ナル踊「世界企卦き時代) (上)，
昭和43年。
35) E. =r ホー ヴ 7 前掲書 114-117ペー ジ。
36) E. A. P. Sloan Jr.， op. cit.， pp. 58-67，訳書， 77-90ベー ジ。


























































41) 占部都美「現代企業の人間関係」昭和42年， 9-20ベ ジ。

























42) 小池和田「賃金J昭和41年.68ベー子以下;A. M. Ross “Do We-Havea New Feudalism?" 
Ame1'副秘 E印刷nicR酬明 Vol.XLIII. Dec. 1958.神代和欣，独占段階の労働市場構造と年
功制 「目本労働協会雑話JNo.24， 25昭和田年3月. 4月，等を毒照。
43) 赤岡功，前掲二論文，参照。
-44) T. Levjtt ゆ cit"Cha.p. III訳書.第3章。























45) L. W. Weiss， Econo附俗脚dA，叫 ricanInd附 try，p. 311; W. P. Ruther， Pnce Policy側 d
Public Resp帥 Sめilitタ 1958.pp. 50-51 
46) J. T. Dunlop， Wage D抑附inationUnder Trar:le U:叩 ons，1966 Chap_ 6 桜林宇田J
石原訳「団体安静下の賃金決定」昭和田年第6章審照。
47) 占部氏は， r企業行動科学は 企業行動改善のための規範科学に向う」とされる。同氏面渚
「企業持動科学J(前掲).11ベー タ。
























































38 (264) 第 104巻第4. 5 . 6号
てきた。しかし，労働組合の分裂を背景にした消費者運動は強刀たりえなし、
何故なら，消費者運動を強力に遂行しようとすると企業別あるいは産業別労働
組合の関係者は脱落していくからである。 消費者運動は消費者教育， 商品テ
ストとその情報の普及，あるいは生活協同組合運動にとどまらざるをえなかっ
た叫。 しかし，労働組合も現在では産業を超えた連携がなければ，賃金・労働
条件の規制も有効に行なえなくなってνる。そして，労働組合の産業を超えた
連携が達成されると消費者運動と労働運動をの一致が可能になる。 このとき，
経営者は社会的責任を果さざるを得なくなる。
要約すれば，企業行動の全体的理解のためには，市場をめぐる労使の対抗関
係からなる全体の経済シ兄テムの理解が必要なのである。
(付記) 本稿は， 1969年9月27日，甲南大学において開催された日本経営学会関西部
会で報告した「企業行動と市場Jに若干の修正を加えたものである。
48) 山崎進，アメリカとイギリスの消費者対策，青山三千子，日本の消費者対策，民家寿子編「現
代消費生活論」昭和"年。
